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中浜工芸㈱ 環境経営レポート 

2023 年度（対象期間 2023 年 1 月～12 月） 

                          2024 年１月 5 日 

 

1.環境経営方針 

 

 

「環境経営理念」 

 

中浜工芸株式会社は、シルク・シール印刷及び、コンピューターグラフィックスで印刷し

ている会社です。 

当社は住宅地の中にある為、近隣に環境面においてご迷惑をかけない様、社員一人ひとり

が自覚を持って取り組み、社会的貢献及び信頼性を提供していきます。 

 

 

「環境経営方針」 

 

1. 近隣住民の方々に、騒音・振動・異臭で迷惑かけない様、対策をとっていく。 

2. 市・都・国や地球にやさしい循環型社会を造る為、省エネの推進・産業廃棄物の低減・

業務を通じた環境美化活動、環境貢献できる製品の使用を積極的に進めていく。 

3. 環境に関する法則及び条例を遵守し、出来うる限り対処していく。 

4. 環境方針は、社員及び協力会社にも周知し、又一般にも公開して、地域社会に貢献して

いく。 

5．自社の取り組みのみならず社会への取り組みも積極的に行い、環境経営においても継続

改善を行っていく。 

                            

2024 年 1 月 5 日 

                        中浜工芸株式会社 
代表取締役 中浜亮介 
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2.事業活動の概要 

（1） 事業者及び代表者名 

中浜工芸 株式会社 

代表取締役 中浜 亮介 

 

（2） 所在地（エコアクション２１認証範囲） 

（本社）    東京都武蔵野市中町 2-20-1 

（武蔵野工場） 東京都武蔵野市中町 2-14-9 （営業・印刷・加工部門） 

（東久留米工場）東京都東久留米市柳窪 5-2-28（印刷部門） 

（大阪出張所） 大阪府堺市西区鳳中町 4-105 (営業部門) 

 

（3） 環境管理責任者 連絡先 

専務取締役 中浜 史展  次長 小俣 明則  

（TEL）0422-56-0800 （FAX）0422-53-7761 

 

（4） 事業内容 

シルク印刷・シール印刷・コンピューターグラフィックスでの各種印刷及び受注販売 

 

（5） 事業規模 

資本金 3000 万円 

従業員数 42 名 

 

3.環境への負荷の状況 

（1） 資源をどの程度、消費しているかを試算。 

  電力 化石 燃料 

２０１７年 使用量 218,580Kwh 7,328ℓ 

２０１８年 使用量 197,283Kwh 6,001ℓ 

２０１９年 使用量 189,417Kwh 7,701ℓ 

２０２０年 使用量 187,254Kwh 9,657ℓ 

２０２1 年 使用量 186,069Kwh 9,318ℓ 

 ２０２２年 使用量 182,322Kwh 9,043ℓ 

 ２０２３年 使用量 176,079Kwh          9,846ℓ 

２０２４年 使用量   
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2) 2023 年度 1 月～12 月迄の二酸化炭素排出量・廃棄物排出量・上水使用量試算表 

 二酸化炭素排出量 （Ｋg－CO2） 廃棄物 

排出量 

㎏ 

上水 

使用量 

m3 

電力 

 ① 

化石燃料② 合計 

①+② 

ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ｶﾞｽ LPG 灯油 計  

20

17

年

度 

本社･武蔵野 53,974 16999 134   17133 71107 3,575 946 

東久留米 47,447    781 781 48228 2,372 133 

計 101421 16999 134  781 17914 119335 5,947 1,079 

20

18

年

度 

本社･武蔵野 51,498 13922 73   14065 65563 3,373 570 

東久留米 40,041    536 536 40577 3,040 142 

計 91,539 13922 73  536 14531 106140 6,413 1,012 

20

19

年

度 

本社･武蔵野 52,700 17866 56  0 17922 70622 6,395 564 

東久留米 35,189    134 134 3523 2,327 110 

計 87,889 17866 56  134 18056 105945 8,722 674 

20

20

年

度 

本社･武蔵野 49,830 22407 106  0 22,512 72,342 5,762 436 

東久留米 37,056    0  37,056 1,680 150 

計 86,886 22,407 106  0 22,512 109,398 7,442 586 

20 

21

年

度 

本社・武蔵野 49,122 21,622 125  0 21747 70869 3879 470 

東久留米 36,931    0  36,931 1531 121 

計 86,053 21,622 125  0 21,747 107,800 5410 591 

20

22

年 

本社・武蔵野 

東久留米 

計 

46219 

35,314 

82414 

 

20,982 

 

20,982 

 

84 

 

84 

 0 21,066 

 

25715 

 

67285 

35,314 

108129 

 

3674 

2181 

5,855 

 

441 

130 

571 

 

20

23

年

度 

本社・武蔵野 37,214 21,404 60  0 21,464 58,678 3656 411 

東久留米 28,991    0  28,991    2075 115 

計 66,205 21,404 60  0 21,464 87,669       5731 

  

526 
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 （＊電力のＣＯ２排出係数 2023 年度東京電力の排出係数 0.376 ㎏-co2/ｋｗｈ計算） 

（以前は 0.452kwh で計算） 

（＊大阪出張所は環境負荷が小さいため上記に含まず） 

 

二酸化炭素排出量 

    
（二酸化炭素排出量） 

・ 電力使用量は電力検針データより算出 

・ 化石燃料（灯油・都市ガス・LPG・ガソリン）は購入伝票・ガス検針データより算出 

 

（廃棄物排出量） 

・ 産業廃棄物は不燃物・廃プラ・廃酸・廃アルカリ・廃油に分別し、回収業者のマニフ

ェストで管理し算出 

（上水使用量） 

・ 本社・工場の使用量は検針伝票より算出 

(3) 使用量一覧  

電力（kwh） 

・ガソリン（ℓ） 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

使用量 7327.62 6,001 7,701 9,657 

     

使用量 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

20

24

年

度 

本社・武蔵

野 

東久留米 

計 

                     

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

本社.武蔵野 116,324 110,987 113,579 107,392 

東久留米 102,256 86,296 75,838 79,862 

計 218,580 197,283 189,417 187,254 

     

 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

本社・武蔵野 106,476 102,255 98,974  

東久留米 79,593 80,078 77,105  

計 106,476 182,333 176,079  
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 9,318 9,043 9225  

          

・ 都市ガス（㎥） 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

本社、武蔵野 62 34 26 49 

     

本社・武蔵野 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

 59 39 28  

 

・ ＬＰＧ（㎥）東久留米工場 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

東久留米 0 0 0 0 

2017 年より LPG 廃止 

・ 灯油（ℓ） 

・ 2020 年より灯油廃止 

 

・ 上水（㎥） 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

本社、武蔵野 1023 570 564 436 

東久留米 56 142 110 150 

計 1079 712 674 586 

     

 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

本社・武蔵野 470 441 411  

東久留米 121 130 115  

計 591 571 526  

 

 

 

 

 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 

東久留米 315 216 54 0 

 2021 年 2022 年 2023 年 2024 年 

東久留米 0 0 0 
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・ 産業廃棄物排出量（㎏） 

（マニフェストの数量使用） 

廃出 種類 処理方法 2017 年 2018

年 

2019

年 

2020 

年 

2021 

年 

2022 

年 

2023 

年 

本社、武蔵野 廃プラ 破砕 3,575 3,373 6,395 5,762 3,879 3,674 3656 

東久留米 2,372 3,040 2,317 1,680 1,531 2,181 2,075 

計   5,947 6,413 8,722 7,442 5,410 5,855 5731 

          

東久留米 特管廃油 

引火性ｲ

ﾝｸ 

 

焼却 

 

2,810 

 

2,482 

 

2,616 

 

2,016 

 

2,031 

 

2,053 

 

1,839 

武蔵野 普通 廃酸 中和･高温･酸化･

ﾘｻｲｸﾙ 

0 0 0 0 0 0 0 

普通 廃ｱﾙｶ

ﾘ 

中和･高温･酸化･

ﾘｻｲｸﾙ 

0 0 0 0 0 0 0 

普通 

廃プラ(ﾌｨﾙﾑ) 

 

焼却･ﾘｻｲｸﾙ 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

 

0 

0 

合計   8,757 8,895 11,338 9,438 7,441 7,908 7570 
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4.環境目標・活動計画及び結果の評価と今後の取組み 

 

（1） 2023 年度 環境目的・目標・結果 

 

① 省エネルギーの推進 

目的：地球大気中の二酸化炭素濃度の削減 

 目標：社用車 5 台のガソリン使用量の削減 

目標値：前年度から 1％の削減    

結果：前年より 9% と増加した。売上及び仕事量は下がったがコロナウイルスがひと段

落し、営業活動が増加したことが要因といえる。今後もなるべく公共機関の利用と

効率的な営業活動を徹底させ無駄な営業車の利用をなくす様指導していきたい。 

  

② 資源使用量の削減 

目的：電気の効率的使用（当社の動力は９０％弱、電気に頼っている） 

目標：エアコン温度基準厳守。電気の使用を最小限におさえる。 

目標値：前年度から 1％減の削減 

結果：コロナウイルス関連の時短営業は落ち着いたが売り上げ減少の関係で数値も減少

したと思われる。今後も社員一人一人節電の意識を更に向上させていくように教育を行

い、引き続き消費電力の削減に努めていきたい。 

 

③産業廃棄物の低減 

目的：不燃物の削減 

目標：不燃を可燃で出せる努力をする。 

目標値：前年度からの 1％減 

結果：本年は前年度より売上ダウンした受注減がその要因と予想される。そのため、全

体的な量も減少した。 

 

④資源使用量の削減 

目的：紙の有効利用の推進 

目標：裏紙の最大限の利用 

目標値：前年度からの 1%削減 

結果：コロナウイルスの影響による売上減少と感染対策でテレワーク勤務、時短営業の実

施による減少であると考えられる。  
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（今後の取組み） 

マニュアルの整備を行い作業効率を上げ,省エネルギーと産業廃棄物の削減を目指す。 

 

⑤エコ製品購入調査・推進 

エコ製品購入に向け 2015 年度より調査検討を行っている。今後も調査を継続し、計画を立

てられるように努力をしていく。 

 

⑥化学物質の削減 

目的：環境に関する法則及び条例遵守の為 

目標：有機溶剤の削減（売上によって左右される） 

目標値：前年度からの 1％の削減 

結果：2016 年度１２月よりキシレン・エチルベンゼンの 90％を廃止した。 

 

⑦製品サービスに関する項目 

2016 年度から導入した梱包材料においては本年度も継続して使用している。今後も継続し、

更に増やせるものがあるかどうかを検討していく。 

 

  

（2）中・長期的環境目標 

①省エネルギーの推進 

中・長期的に地球大気中の二酸化炭素濃度削減を継続していく。 

車両の使用を更に効率的に行い 2024・2025 年度は 1％の削減を継続していく。 

 

②資源使用量の削減 

電気の効率的使用を継続していく。 

エアコンの温度基準の徹底を継続し、2024・2025 年度は 1％の削減を継続していく。 

 

③産業廃棄物の低減 

不燃物の削減を継続していく。 

不燃を可燃で出せる工夫・努力を継続し、2024・2025 年度は 1％の削減を継続していく。 

 

④資源使用量の削減 

紙の有効利用・ペーパーレス化を推進していく。 

裏紙の使用継続はもちろん、受注伝票の簡素化などペーパーレス化を推進していく。 

2021 年度は 1％削減、2024・2025 年度は現状維持を厳守する。 
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⑤エコ製品購入調査・推進 

エコ製品購入に向け 2016 年度に始めた調査検討を継続し、2024・2025 年度で推進 

 

⑥化学物質の削減 

売上に影響を受けてしまうことは避けられないが、有機溶剤の使用増加は避けるように 

努力をしていく。 

（2016 年 12 月からキシレン・エチルベンゼン 90％を廃止した。） 

 

⑦製品サービスに関する項目 

2017 年度から導入した梱包材料などの継続使用を目指す。 

 

５． 環境関連法規 

 

（1） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・当社の廃棄物は全て処理業者に依頼。 

・処分量はマニフェストにより管理。 

（2）ＰＲＴＲ法 

・ＭＳＤＳの入手で管理を徹底する。 

・化学物質の年間使用量を東京都公害防止条例及び施行規則により、100 ㎏/年を越える場

合届出をしている。 

・ＲｏＨＳ.ＳＯＣ.ＲＥＡＣＨ.ＪＧＰＳＳ１－２４物質等、当社製品に含有されない様、 

顧客よりの問い合わせにより対応している。（現在 31 社） 

（3）悪臭防止法 

・産業公害医学研究所による年 2 回の作業環境測定を実施。 

（2） 振動規制法 (特定施設には該当しない) 

・06 年の検査の結果第一種区域 60ｄＢ以内であったので、これを継続していく。 

（5）騒音規正法  (特定施設には該当しない) 

・敷地境界 50ⅾB のところ、52ⅾB あったので窓に発泡スチロール 2 ㎝及び 

 フィルムを貼り改善した。 

（6）その他 下水道法、水質汚濁防止法は関連無し。 

上記関連方規を理解し、遵守しています。又、環境関連法規への違反はありません。なお

関係当局よりの違反等の指摘は過去 5 年間ありません。 
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６．環境管理体制と異常時対応 

（1）環境管理体制 

2007 年度 7 月に環境管理事務局をつくる。 

・ 最高経営責任者（代表取締役 中浜亮介） 

「環境に対する全責任と権限をもつ。」 

・ 環境管理事務局 

環境管理責任者（専務取締役 中浜 史展  次長 小俣 明則） 

 

 営業・総務担当（専務取締役 中浜 史展） 

生産部   （次長 小俣 明則） 

「環境に対する構築及び運用の責任と権限をもつ。 

・ 運営委員会（8 名メンバー） 

「全体環境問題を検討する」 

・ 営業部.武蔵野工場.東久留米工場 各 1 名は推進責任者として、環境の構築.整備.推進の

責任者として行動する。 

 

（2）有機溶剤及びインクの異常流出時の対応処置  

・ インク及び溶剤がこぼれた時の訓練を武蔵野工場、東久留米工場にて年２回（7 月と

12 月）水を使って実施。 

(ア) 早く流出を止める（ウエス使用） 

(イ) ウエスや新聞紙で拭き取る。 

(ウ) 産業廃棄物処理業者に法に従って廃棄する。 

(エ) 状況によって、東京都環境局及び各市役所環境課に連絡する。 

＊ この様にならない様に、日頃保管に注意をしていく。 
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7. 2023 年度の評価と見直し 

本年度も二酸化炭素濃度削減、電気使用量の削減、産業廃棄物の低減、紙の有効利用を

目標にやってきた。 

2023 年度はコロナウイルスの感染防止対策も落ち着き、通常の営業活動になりつつあっ

た。また、経済的にも大きな影響が生じたことの売り上げ減少となった。この二つの要因

により資源を使用する機会が減り、自然と減少傾向となったことが大きな要因である。 

ガソリンの使用量についてはコロナが落ち着いた結果、営業活動も通常活動となり、昨

年よりも増加の結果となった。とは言えコロナ前までには回復していなく、コロナ関連を

除くと売り上げとともに使用量も減少であった。 

ガスについては感染防止策を継続した結果、ほぼ変わりない減少率となった。 

社内 DX 戦略を積極的に取り組み、ペーパーレス化（会議での紙使用を抑え、PC を営業

全員に支給）を進展することができた。今後も継続し、効率化につながることを積極的に

取り組んでいく。 

産業廃棄物については多少減少となった。以前より言っている売上に比例しての減少傾

向である予測であったが送付する製品や受け入れするものが減少したと予想される。以前

の課題にあった事前にコントロールできるシステムづくりの推進については厳しくなりそ

うである。引き続き確立出来るように検討を進めていく。 

上下水道については2023年度には例年の水準よりこちらも売り上げ減少の中で残量も減

り、微減となった。 

環境マネジメントシステムの運営については今後も継続していくが売り上げの増減に影

響される。また、ロシア関連やイスラエル関連による影響がどう影響してくるかが不透明

である。特に電力の値上げについては大きな影響が生じており、節約する方法を模索して

いかなければならない。 

引き続き効率化戦略を積極的に行い、更に対策を加速していき、会社全体で意識をしな

がら業務効率化を更に強めていくことが全体的な削減を目指していく効果的な対策となる

と考える。 

 

 

 

 

 

 

 


